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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記紫外線発光装置の接着部を形成するための接着剤であって、含フッ素脂肪族環構造
を有するフルオロポリマーを含む下記接着剤（Ａ）または下記接着剤（Ｂ）のいずれかか
らなることを特徴とする接着剤。
　紫外線発光装置：波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生させる発光素子と、前記発光
素子から発生する紫外線が透過する光学部材と、前記発光素子と前記光学部材とを接着す
る、接着剤から形成される接着部と、を備え、前記光学材料が含フッ素脂肪族環構造を有
するフルオロポリマーから形成されている。
　接着剤（Ａ）：前記フルオロポリマーのガラス転移温度が３０～１００℃であり、かつ
、紫外線遮断剤を含まない接着剤。
　接着剤（Ｂ）：前記フルオロポリマーと紫外線遮断剤とを含む接着剤。
【請求項２】
　前記接着剤（Ｂ）における前記フルオロポリマーのガラス転移温度が３０～１００℃で
ある、請求項１に記載の接着剤。
【請求項３】
　前記接着剤（Ｂ）における紫外線遮断剤の含有量が、前記フルオロポリマーに対して０
．１～２０質量％である、請求項１または２に記載の接着剤。
【請求項４】
　前記接着剤（Ｂ）における紫外線遮断剤が無機粒子および有機粒子からなる群から選択
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される少なくとも１種である、請求項１～３のいずれか一項に記載の接着剤。
【請求項５】
　前記接着剤（Ａ）または前記接着剤（Ｂ）における前記フルオロポリマーが、側鎖また
は主鎖末端に反応性官能基を有し、該反応性官能基を有する部分を除いて炭素原子に結合
した水素原子を有しないフルオロポリマーである、請求項１～４のいずれか一項に記載の
接着剤。
【請求項６】
　前記光学材料中のフルオロポリマーのガラス転移温度が、前記接着剤中のフルオロポリ
マーのガラス転移温度以上である、請求項１～５のいずれか一項に記載の接着剤。
【請求項７】
　前記光学材料中のフルオロポリマーのガラス転移温度が１００～１８０℃である、請求
項１～６のいずれか一項に記載の接着剤。
【請求項８】
　前記接着剤（Ａ）または前記接着剤（Ｂ）における前記含フッ素脂肪族環構造を有する
フルオロポリマーが、含フッ素脂肪族環構造を有する単位（ａ）を有するポリマーである
、請求項１～７のいずれか一項に記載の接着剤。
【請求項９】
　前記単位（ａ）における含フッ素脂肪族環の環を構成する炭素原子の少なくとも１つが
、ポリマーの主鎖を構成する炭素原子である、請求項８に記載の接着剤。
【請求項１０】
　前記単位（ａ）が、炭素原子に結合した水素原子を有しない単位である、請求項８また
は９に記載の接着剤。
【請求項１１】
　前記単位（ａ）が、ジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成された単位である、
請求項８～１０のいずれか一項に記載の接着剤。
【請求項１２】
　前記ガラス転移温度が３０～１００℃のフルオロポリマーが、前記単位（ａ）と下式（
ｂ）で表される単位（ｂ）とを有し、前記単位（ａ）と前記単位（ｂ）との合計の含有量
が、全単位の合計に対し５０～１００モル％であるフルオロポリマーである、請求項８～
１１のいずれか一項に記載の接着剤。
【化１】

（ただし、Ｒｆは、エーテル性酸素原子を有してもよいペルフルオロアルキレン基であり
、Ｘは、ＣＯＯＨ、ＣＯＯＲ、ＳＯ２Ｆ、ＳＯ３ＲまたはＳＯ３Ｈであり、Ｒは、炭素数
１～５のアルキル基である。）
【請求項１３】
　波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生する発光素子、および、波長２００～４００ｎ
ｍの紫外線が透過する光学部材、を有する紫外線発光装置であって、
　記発光素子と前記光学部材とは、請求項１～１２のいずれか一項に記載の接着剤から形
成される接着部で接着されることを特徴とする紫外線発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、波長２００～４００ｎｍの紫外線を光源とする紫外線発光装置に用いられる
接着剤および該接着剤を用いた紫外線発光装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、波長２００～４００ｎｍの紫外線を放出する発光ダイオード（以下、「ＬＥＤ」
ともいう。）が医療用殺菌やセンサー等の用途に使用される。該ＬＥＤとしては、たとえ
ば、基板と、基板表面に実装された発光チップと、基板上に発光チップを囲むように配置
された枠状の支持台と、発光チップの上方に支持台の開口を塞ぐように配置された光学部
材（レンズ、透光窓等）とを備えるものが知られている。支持台と光学部材とは、通常、
接着剤を用いて接着される。
【０００３】
　波長４００ｎｍ以下の紫外線が放出されるＬＥＤに用いられる光学部材には、波長４０
０ｎｍ以下の紫外線に対する透明性および耐光性が求められる。そのため、光学部材の材
料としては通常、石英が用いられる。しかし、石英はガラス転移温度が高く、射出成形が
困難なため、レーザ加工でレンズ等の形状に成形される。そのため、石英製の光学部材は
生産性が悪い。そこで、含フッ素脂肪族環構造を有するポリマーをレンズ等の光学部材に
用いる技術が提案されている（たとえば特許文献１～２）。含フッ素脂肪族環構造を有す
るポリマーは、石英に比べて溶融温度が低く、溶融成形等の加工性に優れる。また、波長
４００ｎｍ以下の紫外線に対する透明性、耐光性にも優れる。
【０００４】
　含フッ素脂肪族環構造を有するポリマーを、光学部材用の接着剤に用いることも提案さ
れている。
　たとえば前記特許文献２では、特定のＡ群から選択されたホモポリマーまたはＢ、Ｃ、
Ｄ群からのコポリマーであるフルオロポリマーを接着剤組成物の成分として用いることが
提案されている。
　特許文献３では、ぺルフルオロアリルビニルエーテルの環化重合により得られるポリマ
ーやぺルフルオロブテニルビニルエーテルの環化重合により得られるポリマーを含む接着
剤が、石英製のレンズの貼り合わせに使用されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第２５２６６４１号公報
【特許文献２】特表２００４－５３６１７１号公報
【特許文献３】特開平２－８４４５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献２に記載の接着剤から形成される接着部は、光学部材との密着性が不充分であ
り、光学部材が支持台等から剥離する懸念がある。また、該フルオロポリマーは、主鎖に
－ＣＨ２－を有しているため、波長４００ｎｍ以下の紫外線に対する耐光性や耐熱性が不
充分である。波長４００ｎｍ以下の光や熱に長期に渡って曝されると、劣化、分解が起こ
り、ＨＦ等の酸性の分解ガスによる周辺機器の腐食、ダメージが懸念される。
　特許文献３に記載の接着剤においては、本発明者によれば、光学素子や光学部材の種類
によっては、密着性が不充分になることがある。
【０００７】
　本発明は、波長２００～４００ｎｍの紫外線を光源とする紫外線発光装置に用いられる
、含フッ素脂肪族環構造を有するポリマーからなる部材を、優れた密着性で接着でき、前
記紫外線や熱に曝されても密着性が低下しにくい紫外線発光装置用接着剤を提供すること
を目的とする。
　本発明は、波長２００～４００ｎｍの紫外線を光源とし、含フッ素脂肪族環構造を有す
るポリマーからなる部材が優れた密着性で接着され、前記紫外線や熱に曝されても前記部
材の密着性が低下しにくい紫外線発光装置を提供することを他の目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、以下の［１］～［１４］の構成を有する紫外線発光装置用接着剤および紫外
線発光装置を提供する。
　［１］下記紫外線発光装置の接着部を形成するための接着剤であって、含フッ素脂肪族
環構造を有するフルオロポリマーを含む下記接着剤（Ａ）または下記接着剤（Ｂ）のいず
れかからなることを特徴とする接着剤。
　紫外線発光装置：波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生させる発光素子と、前記発光
素子から発生する紫外線が透過する光学部材と、前記発光素子と前記光学部材とを接着す
る、接着剤から形成される接着部と、を備える。
　接着剤（Ａ）：前記フルオロポリマーのガラス転移温度が３０～１００℃であり、かつ
、紫外線遮断剤を含まない接着剤。
　接着剤（Ｂ）：前記フルオロポリマーと紫外線遮断剤とを含む接着剤。
【０００９】
　［２］前記接着剤（Ｂ）における前記フルオロポリマーのガラス転移温度が３０～１０
０℃である、［１］の接着剤。
　［３］前記接着剤（Ｂ）における紫外線遮断剤の含有量が、前記フルオロポリマーに対
して０．１～２０質量％である、［１］または［２］の接着剤。
　［４］前記接着剤（Ｂ）における紫外線遮断剤が無機粒子および有機粒子からなる群か
ら選択される少なくとも１種である、［１］～［３］のいずれかの接着剤。
　［５］前記フルオロポリマーが、側鎖または主鎖末端に反応性官能基を有し、該反応性
官能基を有する部分を除いて炭素原子に結合した水素原子を有しないフルオロポリマーで
ある、［１］～［４］のいずれかの接着剤。
【００１０】
　［６］前記光学材料が含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマーから形成されて
いる、［１］～［５］のいずれかの接着剤。
　［７］前記光学材料中のフルオロポリマーのガラス転移温度が、前記接着剤中のフルオ
ロポリマーのガラス転移温度以上である、［６］の接着剤。
　［８］前記光学材料中のフルオロポリマーのガラス転移温度が１００～１８０℃である
、［６］または［７］の接着剤。
【００１１】
　［９］前記含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマーが、含フッ素脂肪族環構造
を有する単位（ａ）を有するポリマーである、［１］～［８］のいずれかの接着剤。
　［１０］前記単位（ａ）における含フッ素脂肪族環の環を構成する炭素原子の少なくと
も１つが、ポリマーの主鎖を構成する炭素原子である、［９］の接着剤。
　［１１］前記単位（ａ）が、炭素原子に結合した水素原子を有しない単位である、［９
］または［１０］の接着剤。
　［１２］前記単位（ａ）が、ジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成された単位
である、［９］～［１１］のいずれかの接着剤。
【００１２】
　［１３］前記ガラス転移温度が３０～１００℃のフルオロポリマーが、前記単位（ａ）
と下式（ｂ）で表される単位（ｂ）とを有し、前記単位（ａ）と前記単位（ｂ）との合計
の含有量が、全単位の合計に対し５０～１００モル％であるフルオロポリマーである、［
９］～［１２］のいずれかの接着剤。
【化１】
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（ただし、Ｒｆは、エーテル性酸素原子を有してもよいペルフルオロアルキレン基であり
、Ｘは、ＣＯＯＨ、ＣＯＯＲ、ＳＯ２Ｆ、ＳＯ３ＲまたはＳＯ３Ｈであり、Ｒは、炭素数
１～５のアルキル基である。）
【００１３】
　［１４］波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生する発光素子、および、波長２００～
４００ｎｍの紫外線が透過する光学部材、を有する紫外線発光装置であって、
　記発光素子と前記光学部材とは、［１］～［１３］の接着剤から形成される接着部で接
着されることを特徴とする紫外線発光装置。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の紫外線発光装置用接着剤は、波長２００～４００ｎｍの紫外線を光源とする紫
外線発光装置に用いられる、含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマー等からなる
部材を、優れた密着性で接着でき、前記紫外線や熱に曝されても密着性が低下しにくい。
　本発明の紫外線発光装置は、含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマー等からな
る部材が優れた密着性で接着され、波長２００～４００ｎｍの紫外線や熱に曝されても前
記部材の密着性が低下しにくい。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明における紫外線発光装置の一例を示す概略断面図である。
【図２】本発明における紫外線発光装置の他の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明における紫外線発光装置の他の一例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下の用語の定義は、本明細書および請求の範囲にわたって適用される。
　ポリマーの「単位」は、単量体が重合することによって形成された、該単量体に由来す
る、ポリマーの構成部分を示す。単位は、重合反応によって直接形成された単位であって
もよく、重合反応によって得られた重合体を化学変換することによって該単位の一部の構
造が別の構造に変換された単位であってもよい。
　「含フッ素脂肪族環構造」とは、環の主骨格を構成する炭素原子の少なくとも一部に、
フッ素原子またはフッ素含有基が結合している脂肪族環構造を意味する。フッ素含有基と
しては、ペルフルオロアルキル基、ペルフルオロアルコキシ基、＝ＣＦ２等が挙げられる
。該環の主骨格を構成する炭素原子の一部に、含フッ素基以外の置換基が結合していても
よい。
　「脂肪族環構造」とは、芳香族性を有さない飽和または不飽和の環構造を意味する。
　「エーテル性酸素原子」とは、炭素－炭素原子間に１個存在する酸素原子（－Ｃ－Ｏ－
Ｃ－）である。
　「ペルフルオロアルキル基」とは、アルキル基の水素原子のすべてがフッ素原子に置換
された基である。「ペルフルオロアルキレン基」とは、アルキレン基の水素原子のすべて
がフッ素原子に置換された基である。
　「ペルフルオロポリマー」とは、炭素原子に結合した水素原子を有しない含フッ素ポリ
マーをいう。
　「ガラス転移温度」（以下、「Ｔｇ」ともいう。）とは、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１：２０
１２年版に準拠して測定される中間点ガラス転移温度（Ｔｍｇ）を意味する。
　本明細書においては、式（１）で表される化合物を「化合物（１）」とも記し、式（１
）で表される単位を「単位（１）」とも記す。他の式で表される化合物、単位等について
も同様に記す。
【００１７】
〔接着剤〕
　本発明の接着剤は、下記紫外線発光装置の接着部を形成するための接着剤であって、含
フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマーを含む下記接着剤（Ａ）または下記接着剤
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（Ｂ）のいずれかからなることを特徴とする接着剤。
　紫外線発光装置：波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生させる発光素子と、前記発光
素子から発生する紫外線が透過する光学部材と、前記発光素子と前記光学部材とを接着す
る、接着剤から形成される接着部と、を備える。
　接着剤（Ａ）：前記フルオロポリマーのガラス転移温度が３０～１００℃であり、かつ
、紫外線遮断剤を含まない接着剤。
　接着剤（Ｂ）：前記フルオロポリマーと紫外線遮断剤とを含む接着剤。
【００１８】
　前記発光素子としては、ＬＥＤ素子、半導体レーザ、低圧水銀灯、高圧水銀灯、メタル
ハライドランプ、キセノンランプ等が挙げられる。前記光学部材としては、レンズ、光フ
ァイバ、透光窓、プリズム、導光板、樹脂ファイバ、光学ミラー、回折格子等が挙げられ
る。光学部材は、フルオロポリマーからなるかまたは少なくとも接着部に接する表面はフ
ルオロポリマーからなることが好ましい。発光素子の接着部に接する表面部分もフルオロ
ポリマーからなっていてもよい。発光素子や光学部材を形成するこのようなフルオロポリ
マーを、以下「ポリマー（Ｉ）」という。
　接着部が接する発光素子の表面および光学部材の表面は種々の部品からなる。該表面を
形成する材料としては、光学特性に優れかつ接着部との親和性に優れる点から、含フッ素
脂肪族環構造を有するフルオロポリマーが好ましい。
【００１９】
（接着剤（Ａ））
　接着剤（Ａ）は、含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマーであって、ガラス転
移温度が３０～１００℃であるポリマー（以下、「ポリマー（ＩＩ）」ともいう。）を有
する。接着剤（Ａ）は、必要に応じて、ポリマー（ＩＩ）および紫外線遮断剤以外の成分
をさらに含んでもよい。接着剤（Ａ）は、必要に応じて、溶媒をさらに含んでもよい。
　接着剤（Ａ）は、接着剤（Ａ）中のポリマー（ＩＩ）のＴｇ以上の温度でベークすると
、接着剤（Ａ）中のポリマー（ＩＩ）が低粘性化し、発光素子または発光部材の表面の凹
凸に浸透し、アンカー効果が得られる。
【００２０】
　従来、含フッ素脂肪族環構造を有するポリマーの主鎖末端にカルボキシ基、アルコキシ
カルボニル基等の反応性官能基を導入することで、他の材料との密着性を高める手法は提
案されている。これらの反応性官能基は、初期の密着性の向上には有効であるが、波長２
００～４００ｎｍの紫外線に曝されると分解し、反応性官能基による密着性向上効果は失
われる。しかし、接着剤（Ａ）にあっては、アンカー効果等の物理的作用によって他の材
料からなる部材と密着するため、反応性官能基が波長２００～４００ｎｍの紫外線により
分解しても、優れた密着性が維持される。
【００２１】
（ポリマー（ＩＩ））
　ポリマー（ＩＩ）としては、下記単位（ａ）と下記単位（ｂ）とを有するポリマーが好
ましい。必要に応じて、単位（ａ）および単位（ｂ）以外の単位（以下、「単位（ｃ）」
ともいう。）をさらに有してもよい。ポリマー（ＩＩ）が単位（ａ）を有することで、後
述するポリマー（Ｉ）からなる光学部材の表面との親和性に優れる。ポリマー（ＩＩ）が
単位（ｂ）を有することで、ポリマー（ＩＩ）中の反応性官能基が発光素子または発光部
材を形成する材料と化学反応する。そのため、発光素子と光学部材との間に初期の優れた
密着性が得られる。
　ポリマー（ＩＩ）は、接着性を高める反応性官能基の存在を除いて、ペルフルオロポリ
マーであることが好ましい。したがって、ポリマー（ＩＩ）を構成する単位は、反応性官
能基を有する単量体に基づく単位を除いて、ペルフルオロ単量体（すなわち、炭素原子に
結合した水素原子を有しない含フッ素単量体）に基づく単位（以下、「ペルフルオロ単位
」ともいう。）であることが好ましい。反応性官能基を有する含フッ素単量体に基づく単
位についても、その反応性官能基の部分（たとえば、単位（ｂ）におけるＸ）を除いて、
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炭素原子に結合した水素原子を有しないことが好ましい。
　反応性官能基については後で詳述する。
【００２２】
　＜単位（ａ）＞
　単位（ａ）は、含フッ素脂肪族環構造を有する単位である。
　単位（ａ）はペルフルオロ単位であることが好ましい。
　含フッ素脂肪族環構造における含フッ素脂肪族環は、環骨格が炭素原子のみから構成さ
れる炭素環構造のものであってもよく、環骨格に炭素原子以外の原子（ヘテロ原子）を含
む複素環構造のものであってもよい。該ヘテロ原子としては酸素原子、窒素原子等が挙げ
られる。
　含フッ素脂肪族環の環骨格を構成する原子の数は、４～７個が好ましく、５または６個
が特に好ましい。すなわち、脂肪族環は４～７員環であることが好ましく、５または６員
環が特に好ましい。
【００２３】
　単位（ａ）における含フッ素脂肪族環構造は、ポリマー（ＩＩ）の主鎖を構成してもよ
く、側基に含まれてもよい。接着部の機械的強度と化学的安定性に優れる点で、ポリマー
（ＩＩ）の主鎖を構成することが好ましい。
　含フッ素脂肪族環構造が「主鎖を構成する」とは、含フッ素脂肪族環構造の環骨格を構
成する炭素原子のうち、少なくとも１つが、ポリマーの主鎖を構成する炭素原子であるこ
とを意味する。重合性二重結合に由来する２個の炭素原子がポリマーの主鎖を構成するこ
とより、言い換えれば、含フッ素脂肪族環構造の環を構成する炭素原子の１個または隣接
する２個が１つの重合性二重結合に由来する炭素原子であることを意味する。
　たとえば、単位（ａ）が、モノエン系単量体が付加重合することによって形成されたも
のである場合、重合性二重結合に由来する２個の炭素原子が主鎖を構成し、その２個の炭
素原子が環骨格の隣接する２個の炭素原子であるか、または、その２個の炭素原子のうち
の１個が環骨格の炭素原子である。また、単位（ａ）が、ジエン系単量体が環化重合する
ことによって形成されたものである場合、２つの重合性二重結合に由来する合計４個の炭
素原子が主鎖を構成し、その４個の炭素原子のうちの２～４個が環骨格を構成する炭素原
子である。
【００２４】
　単位（ａ）のうち、含フッ素脂肪族環構造が主鎖を構成するものとしては、ジエン系含
フッ素単量体の環化重合により形成された単位、環状含フッ素単量体に基づく単位等が挙
げられる。
【００２５】
　ジエン系含フッ素単量体とは、２個の重合性二重結合およびフッ素原子を有する単量体
である。ジエン系含フッ素単量体の場合、環化重合により単位（ａ）が形成される。
　重合性二重結合としては、特に限定されないが、ビニル基、アリル基、アクリロイル基
、メタクリロイル基が好ましい。これらの重合性二重結合においては、炭素原子に結合し
た水素原子の一部または全部がフッ素原子で置換されていてもよい。
　ジエン系含フッ素単量体としては、下記化合物（ｍａ１）が好ましい。
　　　ＣＦ２＝ＣＦ－Ｑ－ＣＦ＝ＣＦ２　・・・（ｍａ１）。
（ただし、Ｑは、フッ素原子の一部がフッ素原子以外のハロゲン原子で置換されていても
よく、エーテル性酸素原子を有していてもよい炭素数１～６のペルフルオロアルキレン基
である。）
【００２６】
　式（ｍａ１）中、Ｑにおけるペルフルオロアルキレン基の炭素数は１～６であり、１～
５が好ましく、１～３が特に好ましい。該ペルフルオロアルレン基は、直鎖状または分岐
鎖状が好ましく、直鎖状が特に好ましい。
　該ペルフルオロアルキレン基は、フッ素原子の一部がフッ素原子以外のハロゲン原子で
置換されていてもよい。フッ素原子以外のハロゲン原子としては、塩素原子、臭素原子等
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　該ペルフルオロアルキレン基は、エーテル性酸素原子を有していてもよい。
　Ｑとしては、エーテル性酸素原子を有するペルフルオロアルキレン基が好ましい。その
場合、該ペルフルオロアルキレン基におけるエーテル性酸素原子は、該ペルフルオロアル
キレン基の一方の末端に存在していてもよく、該ペルフルオロアルキレン基の両末端に存
在していてもよく、該ペルフルオロアルキレン基の炭素原子間に存在していてもよい。環
化重合性の点から、該ペルフルオロアルキレン基の一方の末端に存在していることが好ま
しい。
【００２７】
　Ｑは下式（ｑ－１）および下式（ｑ－２）で表される基が好ましい。
　　－（ＣＲ１Ｒ２）ｈ－　・・・（ｑ－１）
　　－（ＣＲ３Ｒ４）ｉＯ（ＣＲ５Ｒ６）ｊ－　・・・（ｑ－２）
（ただし、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５およびＲ６は、それぞれ独立に、フッ素原子、
塩素原子、トリフルオロメチル基またはトリフルオロメトキシ基である。ｈは２～４の整
数であって複数のＲ１およびＲ２はそれぞれ異なっていてもよく、ｉおよびｊはそれぞれ
０～３の整数であって、ｉ＋ｊは１～３の整数であり、ｉが２または３の場合複数のＲ３

およびＲ４はそれぞれ異なっていてもよく、ｊが２または３の場合複数のＲ５およびＲ６

はそれぞれ異なっていてもよい。）
　ｈは２または３であることが好ましくＲ１およびＲ２はすべてフッ素原子であるか１つ
または２つを除いてすべてフッ素原子であることが好ましい。ｉは０であってかつｊは１
または２であることが好ましく、Ｒ５およびＲ６はすべてフッ素原子であるか１つまたは
２つを除いてすべてフッ素原子であることが好ましい。
【００２８】
　化合物（ｍａ１）の具体例としては、下記化合物が挙げられる。
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦＣｌＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＣｌ２ＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＯＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣ（ＣＦ３）２ＯＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＯＣＦ２ＣＦ（ＯＣＦ３）ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２、
　ＣＦ２＝ＣＦＣＦ２ＯＣＦ２ＣＦ＝ＣＦ２。
【００２９】
　環状含フッ素単量体としては、含フッ素脂肪族環を含み、該含フッ素脂肪族環を構成す
る炭素原子間に重合性二重結合を有する単量体、含フッ素脂肪族環を含み、該含フッ素脂
肪族環を構成する炭素原子と含フッ素脂肪族環外の炭素原子との間に重合性二重結合を有
する単量体等が挙げられる。
　環状含フッ素単量体としては、下記の化合物（ｍａ２）または化合物（ｍａ３）が好ま
しい。
【００３０】
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【化２】

（ただし、Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｙ１およびＹ２はそれぞれ独立に、フッ素原子、エ
ーテル性酸素原子が介在してもよいペルフルオロアルキル基、またはエーテル性酸素原子
が介在してもよいペルフルオロアルコキシ基であり、Ｘ３およびＸ４は相互に結合して環
を形成してもよい。）
【００３１】
　式（ｍａ２）および（ｍａ３）中、Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｙ１およびＹ２における
ペルフルオロアルキル基の炭素数は、１～７が好ましく、１～５がより好ましく、１～４
が特に好ましい。該ペルフルオロアルキル基は、直鎖状または分岐鎖状が好ましく、直鎖
状が特に好ましい。該ペルフルオロアルキル基としては、トリフルオロメチル基、ペンタ
フルオロエチル基、ヘプタフルオロプロピル基等が好ましく、トリフルオロメチル基が特
に好ましい。
　Ｘ１、Ｘ２、Ｘ３、Ｘ４、Ｙ１およびＹ２におけるペルフルオロアルコキシ基としては
、前記ペルフルオロアルキル基に酸素原子（－Ｏ－）が結合したものが挙げられ、トリフ
ルオロメトキシ基が特に好ましい。
　前記ペルフルオロアルキル基またはペルフルオロアルコキシ基の炭素数が２以上である
場合、該ペルフルオロアルキル基またはペルフルオロアルコキシ基の炭素原子間にエーテ
ル性酸素原子（－Ｏ－）が介在してもよい。
【００３２】
　式（ｍａ２）中、Ｘ１はフッ素原子であることが好ましい。
　Ｘ２はフッ素原子、トリフルオロメチル基または炭素数１～４のペルフルオロアルコキ
シ基であることが好ましく、フッ素原子またはトリフルオロメトキシ基が特に好ましい。
　Ｘ３およびＸ４はそれぞれ独立に、フッ素原子または炭素数１～４のペルフルオロアル
キル基であることが好ましく、フッ素原子またはトリフルオロメチル基が特に好ましい。
　Ｘ３およびＸ４は相互に結合して環を形成してもよい。前記環の環骨格を構成する原子
の数は、４～７個が好ましく、５～６個であることがより好ましい。
【００３３】
　式（ｍａ３）中、Ｙ１およびＹ２はそれぞれ独立に、フッ素原子、炭素数１～４のペル
フルオロアルキル基または炭素数１～４のペルフルオロアルコキシ基が好ましく、フッ素
原子またはトリフルオロメチル基が特に好ましい。
【００３４】
　化合物（ｍａ２）の好ましい具体例として、化合物（ｍａ２１）～（ｍａ２５）が挙げ
られる。
　化合物（ｍａ３）の好ましい具体例として、化合物（ｍａ３１）～（ｍａ３２）が挙げ
られる。
【００３５】
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【００３６】
　単位（ａ）としては、下記単位（ａ１）～（ａ６）からなる群から選択される少なくと
も１種が好ましい。
　下記単位（ａ１）～（ａ４）は化合物（ｍａ１）の環化重合により形成された単位であ
り、化合物（ｍａ１）の環化重合により下記単位（ａ１）～（ａ４）の少なくとも１種が
生成する。その際、下記単位（ａ１）～（ａ４）のうち、脂肪族環の環骨格を構成する原
子の数が５または６個となる構造の単位が生成しやすい。それらの単位の２種以上が含ま
れるポリマーが生成することもある。言い換えれば、化合物（ｍａ１）としては、下記単
位（ａ１）～（ａ４）における、Ｑ中の原子を含めた環骨格を構成する原子の数が５また
は６個となる構造の化合物（ｍａ１）が好ましい。
　下記単位（ａ５）は化合物（ｍａ２）から形成された単位であり、下記単位（ａ６）は
化合物（ｍａ３）から形成された単位である。
【００３７】
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【化４】

【００３８】
　単位（ａ）としては、発光素子と光学部材とを接着する際に、ポリマー（ＩＩ）が、後
述するポリマー（Ｉ）からなる光学部材の表面との親和性に優れる点、およびポリマー（
ＩＩ）の化学的安定性に優れる点で、ジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成され
た単位が好ましい。
　ポリマー（ＩＩ）が有する単位（ａ）は１種でも２種以上でもよい。
【００３９】
　＜単位（ｂ）＞
　単位（ｂ）は、下式（ｂ）で表される単位である。
【００４０】
【化５】

（ただし、Ｒｆは、エーテル性酸素原子を有してもよいペルフルオロアルキレン基であり
、Ｘは、ＣＯＯＨ、ＣＯＯＲ、ＳＯ２Ｆ、ＳＯ３ＲまたはＳＯ３Ｈであり、Ｒは、炭素数
１～５のアルキル基である。）
【００４１】
　式（ｂ）中、Ｒｆにおけるペルフルオロアルキレン基は、直鎖状または分岐鎖状が好ま
しい。該ペルフルオロアルキレン基の炭素数は、２～１０が好ましく、２～７がより好ま
しく、２～５が特に好ましい。
　該ペルフルオロアルキレン基はエーテル性酸素原子を有していてもよい。この場合、ペ
ルフルオロアルキレン基中のエーテル性酸素原子の数は、１個でもよく２個以上でもよい
。
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　Ｒｆの具体例としては、下記のものが挙げられる。
　－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－、
　－ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２－、
　－ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２－、
　－ＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２－。
【００４２】
　ＣＯＯＲ、ＳＯ３ＲにおけるＲのアルキル基は、直鎖状または分岐鎖状が好ましい。該
アルキル基は、炭素数１～６のアルキル基が好ましく、メチル基が特に好ましい。
　Ｘとしては、ＣＯＯＣＨ３、ＳＯ２Ｆ、ＣＯＯＨ、ＳＯ３Ｈが好ましい。
【００４３】
　単位（ｂ）としては、式中の－Ｏ－Ｒｆ－Ｘが下記のいずれかであるものが好ましい。
　－ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３、
　－ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３、
　－ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＳＯ２Ｆ、
　－ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＨ、
　－ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３、
　－ＯＣＦ２ＣＦ（ＣＦ３）ＯＣＦ２ＣＦ２ＳＯ３Ｈ。
【００４４】
　ポリマー（ＩＩ）が有する単位（ｂ）は１種でも２種以上でもよい。
　単位（ｂ）は、ＣＦ２＝ＣＦ－Ｏ－Ｒｆ－Ｘを重合させることにより形成できる。
【００４５】
　＜単位（ｃ）＞
　単位（ｃ）は、単位（ａ）および単位（ｂ）以外の他の単位である。
　単位（ｃ）としては、単位（ａ）単位（ｂ）それぞれを形成する単量体と共重合可能な
単量体に基づくものであればよく、特に限定されない。たとえば、重合性二重結合と反応
性官能基とを有する単量体に基づく単位（ただし、単位（ｂ）を除く。）（以下、「単位
（ｃ１）」ともいう。）、テトラフルオロエチレン等の含フッ素オレフィンに基づく単位
、含フッ素ビニルエーテルに基づく単位等が挙げられる。
　重合性二重結合としては、ＣＦ２＝ＣＦ－、ＣＦ２＝ＣＨ－、ＣＨ２＝ＣＦ－、ＣＦＨ
＝ＣＦ－、ＣＦＨ＝ＣＨ－、ＣＦ２＝Ｃ＜、－ＣＦ＝ＣＦ－等が挙げられる。
　単位（ｃ）としては、単位（ｃ１）を除いて、ペルフルオロ単位であることが好ましい
。単位（ｃ１）の場合は、その反応性官能基の部分を除いて、炭素原子に結合した水素原
子を有しないことが好ましい。
【００４６】
　＜組成＞
　ポリマー（ＩＩ）中の単位（ａ）と単位（ｂ）との合計の含有量は、ポリマー（ＩＩ）
を構成する全単位の合計に対して５０～１００モル％であり、７５～１００モル％が好ま
しく、８５～１００モル％が特に好ましい。単位（ａ）と単位（ｂ）との合計の含有量が
前記範囲の下限値以上であれば、ポリマー（ＩＩ）がポリマー（Ｉ）からなる部材の表面
との親和性、および接着剤から形成される接着部とポリマー（Ｉ）からなる部材との密着
性に優れる。
【００４７】
　ポリマー（ＩＩ）中の単位（ａ）と単位（ｂ）とのモル比（ａ／ｂ）は、７０／３０～
９９／１であることが好ましく、８０／２０～９９／１が特に好ましい。ａ／ｂが前記範
囲内であれば、ポリマー（ＩＩ）のＴｇが後述の範囲内となりやすい。また、ａ／ｂが前
記範囲の下限値以上であれば、発光素子と光学部材とを接着する際に、ポリマー（ＩＩ）
が、ポリマー（Ｉ）からなる部材の表面との親和性に優れ、接着剤から形成される接着部
とポリマー（Ｉ）からなる部材との間の密着性が優れる。また、ａ／ｂが前記範囲の上限
値以下であれば、ポリマー（Ｉ）以外の他の材料（金属、合金等）からなる部材を接着す
る場合に、初期（接着直後）の密着性がより優れる。
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【００４８】
　＜反応性官能基＞
　反応性官能基は、ベーク等を行った際に、反応性官能基を有するポリマーの分子間、ま
たは該ポリマー以外の他の物質（金属、合金等）と反応して化学結合（水素結合、共有結
合等）を形成し得る反応性を有する基を意味する。
　反応性官能基としては、たとえば、カルボキシ基、酸ハライド基、アルコキシカルボニ
ル基、カルボニルオキシ基、カーボネート基、スルホ基、ホスホノ基、ヒドロキシ基、チ
オール基、シラノール基等が挙げられる。
【００４９】
　ポリマー（ＩＩ）は、反応性官能基として少なくとも、単位（ｂ）に由来するもの（－
Ｏ－Ｒｆ－ＸにおけるＸ）を有する。
　ポリマー（ＩＩ）は、単位（ｂ）に由来するもの以外の他の反応性官能基を有してもよ
く、有しなくてもよい。他の反応性官能基は、ポリマー（ＩＩ）の主鎖末端に結合してい
てもよく、側基に含まれてもよい。たとえば前出の単位（ｃ１）を有する場合、他の反応
性官能基を側基に含むものとなる。
【００５０】
　＜Ｔｇ＞
　ポリマー（ＩＩ）のＴｇ（以下、「Ｔｇ

ＩＩ」ともいう。）は、３０～１００℃であり
、４０～９５℃が好ましく、６０～９０℃が特に好ましい。
　Ｔｇ

ＩＩが前記範囲の上限値以下であれば、接着部が優れたタック性を有する。また、
ポリマー（Ｉ）や他の材料からなる部材を接着する際のベーク（たとえば１００℃以上の
ベーク）で接着剤の粘性が下がり、部材の表面の凹凸に接着剤が浸透し、接着部と部材と
の間の接着にアンカー効果が得られる。これらタック性やアンカー効果により、前記の部
材と接着部とが優れた密着性を有する。該密着性は物理的作用（タック性、アンカー効果
）によるものであるため、波長２００～４００ｎｍの紫外線に曝された場合でも密着性が
低下しにくい。
　Ｔｇ

ＩＩが前記範囲の下限値以上であれば、ＬＥＤ等の紫外線発光装置を構成する部材
に求められる耐熱性や耐ヒートサイクル性を充分に有する。たとえば８０℃以上の高温条
件下や－４０～８０℃のヒートサイクル条件下でも、接着部が溶融しにくく、接着してい
る部材が剥離しにくい。
【００５１】
　Ｔｇ

ＩＩは、前記の範囲内であることに加えて、ポリマー（Ｉ）のＴｇ（以下、「Ｔｇ
Ｉ」ともいう。）以下であることが好ましく、（Ｔｇ

Ｉ－５０℃）以上Ｔｇ
Ｉ以下がより

好ましく、（Ｔｇ
Ｉ－５０℃）以上（Ｔｇ

Ｉ－１０℃）以下が特に好ましい。Ｔｇ
ＩＩが

Ｔｇ
Ｉ以下であれば、発光素子と光学部材とを接着する際に、ポリマー（ＩＩ）が、ポリ

マー（Ｉ）からなる部材の表面との親和性に優れ、接着部とポリマー（Ｉ）からなる部材
との間の密着性に優れる。
【００５２】
　Ｔｇ

ＩＩは、ポリマー（ＩＩ）中の単位（ｂ）の含有量、単位（ａ）の種類等によって
調整できる。たとえば単位（ｂ）の含有量が多いほど、Ｔｇ

ＩＩが低くなる傾向がある。
単位（ａ）が単位（ａ１）や単位（ａ２）である場合と、単位（ａ３）である場合とを比
べると、単位（ａ）が単位（ａ１）や単位（ａ２）である場合の方が、Ｔｇ

ＩＩが低くな
る傾向がある。
【００５３】
　＜分子量＞
　ポリマー（ＩＩ）の質量平均分子量は、１万～１５万が好ましく、３万～１３万がより
好ましく、３万～１２万が特に好ましい。ポリマー（ＩＩ）の質量平均分子量が前記範囲
の下限値以上であれば、接着部の機械的強度に優れ、上限値以下であれば、溶媒への溶解
性に優れる。
　ポリマー（ＩＩ）の平均分子量は、ゲル透過クロマトグラフィにより測定される。
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【００５４】
　接着剤（Ａ）中のポリマー（ＩＩ）の含有量は、接着剤（Ａ）中の固形分に対して５０
質量％以上が好ましく、７０質量％以上がより好ましく、８０質量％以上が特に好ましい
。ポリマー（ＩＩ）の含有量が前記の下限値以上であれば、発光素子と光学部材とを接着
する際に、ポリマー（ＩＩ）が、ポリマー（Ｉ）からなる部材の表面との親和性に優れ、
接着部とポリマー（Ｉ）からなる部材との間の密着性に優れる。
　接着剤（Ａ）中の固形分に対するポリマー（ＩＩ）の割合の上限は特に限定されず、１
００質量％であってもよい。任意に配合される紫外線遮断剤以外の成分等の含有量に応じ
て適宜設定できる。
　なお、接着剤（Ａ）の固形分濃度は、接着剤の塗布方法、形成しようとする塗膜の厚さ
等に応じて適宜設定すればよく、１～３０質量％が好ましく、１～２０質量％が特に好ま
しい。
【００５５】
（他の成分）
　ポリマー（ＩＩ）および紫外線遮断剤以外の成分としては、本発明の効果を損なわない
ものであれば特に限定されない。たとえば、屈折率を上げるためのＳｉＯ２。ＺｒＯ２、
ＴｉＯ２等のゾル、接着性を向上するためのアミノシランやエポキシシラン等が挙げられ
る。これらはいずれか１種を単独で用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　なお、ポリマー（Ｉ）～（ＩＩＩ）、溶媒および紫外線遮断剤以外の成分を、以下、「
他の成分」ともいう。
　材料（Ａ）中の他の成分の含有量は、本発明の効果を損なわない範囲で、他の成分の種
類に応じて適宜設定できる。
【００５６】
（溶媒）
　材料（Ａ）における溶媒としては、少なくともポリマー（ＩＩ）を溶解する溶媒が用い
られる。材料（Ａ）が紫外線遮断剤として無機粒子および有機粒子からなる群から選択さ
れる少なくとも１種を含む場合、ポリマー（ＩＩ）を溶解する溶媒は、紫外線遮断剤を分
散する分散媒としての機能を有してもよい。
　溶媒としては、プロトン性溶媒、非プロトン性溶媒等が挙げられる。「プロトン性溶媒
」とは、プロトン供与性を有する溶媒である。「非プロトン性溶媒」とは、プロトン供与
性を有さない溶媒である。
【００５７】
　プロトン性溶媒としては、以下に示すプロトン性非含フッ素溶媒、プロトン性含フッ素
溶媒等が挙げられる。
　メタノール、エタノール、１－プロパノール、イソプロピルアルコール、１－ブタノー
ル、２－ブタオール、ｔ－ブタノール、ペンタノール、ヘキサノール、１－オクタノール
、２－オクタノール、エチレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル、プ
ロピレングリコール、乳酸メチル等のプロトン性非含フッ素溶媒。
　２－（ペルフルオロオクチル）エタノール等の含フッ素アルコール、含フッ素カルボン
酸、含フッ素カルボン酸のアミド、含フッ素スルホン酸等のプロトン性含フッ素溶媒。
【００５８】
　非プロトン性溶媒としては、以下に示す非プロトン性非含フッ素溶媒、非プロトン性含
フッ素溶媒等が挙げられる。
　ヘキサン、シクロヘキサン、ヘプタン、オクタン、デカン、ドデカン、デカリン、アセ
トン、シクロヘキサノン、２－ブタノン、ジメトキシエタン、モノメチルエーテル、酢酸
エチル、酢酸ブチル、ジグライム、トリグライム、プロピレングリコールモノメチルエー
テルモノアセテート（ＰＧＭＥＡ）、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアセトアミド（ＤＭＡ）、Ｎ－メチルピロリドン、テトラヒドロフラン、アニ
ソール、ジクロロメタン、ジクロロエタン、クロロホルム、四塩化炭素、クロロベンゼン
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、ジクロロベンゼン、ベンゼン、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、メシチレン、テ
トラリン、メチルナフタレン等の非プロトン性非含フッ素溶媒。
　１，４－ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン等のポリフルオロ芳香族化合物、ペルフ
ルオロトリブチルアミン等のポリフルオロトリアルキルアミン化合物、ペルフルオロデカ
リン等のポリフルオロシクロアルカン化合物、ペルフルオロ（２－ブチルテトラヒドロフ
ラン）等のポリフルオロ環状エーテル化合物、ペルフルオロポリエーテル、ポリフルオロ
アルカン化合物、ハイドロフルオロエーテル（ＨＦＥ）等の非プロトン性含フッ素溶媒。
【００５９】
　これらの溶媒は、１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。またこれら
の他にも広範な化合物が使用できる。
　これらのうち、ポリマー（ＩＩ）の溶解に用いる溶媒としては、ポリマー（ＩＩ）の溶
解度が大きく、良溶媒である点で、非プロトン性含フッ素溶媒が好ましい。
　溶媒として、ポリマー（Ｉ）からなる部材等の、接着しようとする部材を溶解する溶媒
を用いることも好ましい。これにより、該部材と接着部との間の密着性がより優れる。
　溶媒の沸点は、接着剤（１）を塗布した際に均一な塗膜を形成しやすいことから、６５
～２２０℃が好ましく、７０～２２０℃が特に好ましい。
　溶媒の含有量は、接着剤（Ａ）の固形分濃度に応じて設定される。
【００６０】
（接着剤（Ａ）の調製方法）
　接着剤材料（Ａ）は、ポリマー（ＩＩ）またはその溶液を得て、必要に応じて他の成分
、溶媒等を混合することにより調製できる。
　ポリマー（ＩＩ）またはその溶液は、所望のものが市販されていればそれを用いてもよ
く、各種原料化合物から重合等の適当な方法により製造してもよい。たとえば、特許第２
５２６６４１号公報等に記載された製造方法に準じてポリマー（ＩＩ）を製造できる。
【００６１】
（接着剤（Ｂ））
　接着剤（Ｂ）は、含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマー（以下、接着剤（Ｂ
）中に含まれる該フルオロポリマーを「ポリマー（ＩＩＩ）」ともいう。）と紫外線遮断
剤とを含む接着剤である。接着剤（Ｂ）が紫外線遮断剤を含むと、波長２００～４００ｎ
ｍの紫外線によるポリマー（ＩＩＩ）の劣化や分解、それに伴う密着性の低下がより生じ
にくい。接着剤（Ｂ）がポリマー（ＩＩＩ）と紫外線遮断剤を含むことで、接着部が波長
２００～４００ｎｍの紫外線を光源とする紫外線発光装置に用いられるポリマー（Ｉ）か
らなる部材を、他の材料からなる部材やポリマー（Ｉ）からなる他の部材に対し、優れた
密着性で接着できる。また、該密着性が、波長２００～４００ｎｍの紫外線や高温（たと
えば５０～９０℃）に曝されても低下しにくく、耐光性や耐熱性にも優れる。
【００６２】
　上記の効果を奏する理由として、含フッ素脂肪族環構造を有するためにポリマー（ＩＩ
Ｉ）がポリマー（Ｉ）からなる部材の表面との親和性に優れ、紫外線発光装置の光源から
の波長２００～４００ｎｍの紫外線が紫外線遮断剤によって吸収および／または反射され
るために、ポリマー（ＩＩＩ）に照射される紫外線の量が少なくなり、紫外線によるポリ
マー（ＩＩＩ）の主鎖や反応性官能基の分解が抑制されること等が挙げられる。
【００６３】
　接着剤（Ｂ）は、必要に応じて、ポリマー（ＩＩＩ）および紫外線遮断剤以外の成分を
さらに含んでもよい。
　接着剤（Ｂ）は、必要に応じて、溶媒をさらに含んでいてもよい。
【００６４】
（ポリマー（ＩＩＩ））
　ポリマー（ＩＩＩ）は、含フッ素脂肪族環構造を有する。
　ポリマー（ＩＩＩ）は、反応性官能基が存在する場合はその反応性官能基部分を除いて
、ペルフルオロポリマーであることが好ましい。
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　含フッ素脂肪族環構造としては、ポリマー（ＩＩ）の単位（ａ）における含フッ素脂肪
族環構造と同様のものが挙げられる。
　ポリマー（ＩＩＩ）としては、たとえば、前記単位（ａ）を有するフルオロポリマーが
挙げられる。単位（ａ）としては、主鎖に含フッ素脂肪族環構造を有する単位が好ましく
、ジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成された単位、環状含フッ素単量体に基づ
く単位が特に好ましい。
　ジエン系含フッ素単量体、環状含フッ素単量体はそれぞれ、単位（ａ）の説明で挙げた
ものと同様であり、好ましい態様も同様である。
　ポリマー（ＩＩＩ）は、単位（ａ）以外に、たとえば前述の単位（ｂ）、単位（ｃ）を
有していてもよい。
【００６５】
　単位（ａ）としてジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成された単位を有する場
合、単位（ａ）の割合は、ポリマー（ＩＩＩ）を構成する全単位の合計に対し、５０モル
％以上が好ましく、７５モル％以上がより好ましく、１００モル％が特に好ましい。
　単位（ａ）として環状含フッ素単量体に基づく単位を有する場合、単位（ａ）の割合は
、ポリマー（ＩＩＩ）を構成する全単位の合計に対し、２０モル％以上が好ましく、４０
モル％以上がより好ましく、１００モル％が特に好ましい。
　なお、ジエン系含フッ素単量体と環状含フッ素単量体との共重合により得られる重合体
は、環状含フッ素単量体に基づく単位を有するポリマーとして考える。
【００６６】
　ポリマー（ＩＩＩ）は、反応性官能基を有することが好ましい。
　接着剤（Ｂ）が、ポリマー（Ｉ）からなる部材とポリマー（Ｉ）以外の他の材料からな
る部材とを接着する場合や、ポリマー（Ｉ）が反応性官能基を有する場合、ポリマー（Ｉ
ＩＩ）が反応性官能基を有すると、他の材料やポリマー（Ｉ）の反応性官能基と反応し、
より優れた密着性が得られる。また、接着剤（Ｂ）が紫外線遮断剤を含むため、反応性官
能基の紫外線による分解が生じにくく、反応性官能基による効果が長期にわたって発揮さ
れやすい。
　反応性官能基としては、前記と同様のものが挙げられる。
　反応性官能基としては、カルボキシ基、酸ハライド基、アルコキシカルボニル基、カル
ボニルオキシ基、カーボネート基、スルホ基、ホスホノ基、ヒドロキシ基、チオール基、
シラノール基およびアルコキシシリル基からなる群から選ばれる少なくとも１種が好まし
く、カルボキシ基またはアルコキシカルボニル基が特に好ましい。
　反応性官能基は、ポリマー（ＩＩＩ）の主鎖末端に結合していてもよく、側基に含まれ
てもよい。側基に含まれる場合には、前述のポリマー（ＩＩ）中の単位（ｂ）を含むポリ
マーであることが好ましい。その際、ポリマー（ＩＩＩ）中の単位（ａ）と単位（ｂ）と
の合計の含有量の好ましい範囲としては、ポリマー（ＩＩ）と同様のものが挙げられる。
製造しやすい点からは、主鎖末端に結合していることが好ましい。主鎖末端に反応性官能
基が含まれる場合には、重合開始剤または連鎖移動剤として反応性官能基を有する化合物
を使用して得られるポリマーであることが好ましい。
【００６７】
　ポリマー（ＩＩＩ）としては、反応性官能基を有しかつジエン系含フッ素単量体の環化
重合により形成された単位を有するポリマーが好ましく、ジエン系含フッ素単量体の環化
重合により形成された単位からなり、主鎖末端に反応性官能基を有するポリマーが特に好
ましい。
【００６８】
　ポリマー（ＩＩＩ）のＴｇは、３０～１８０℃が好ましい。ポリマー（ＩＩ）で説明し
たように、タック性やアンカー効果に優れる点からは、３０～１００℃がより好ましく、
４０～９５℃がさらに好ましく、６０～９０℃が特に好ましい。
【００６９】
（紫外線遮断剤）
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　紫外線遮断剤は、紫外線を吸収する機能および紫外線を反射する機能のいずれか一方ま
たは両方を有する添加剤である。
　紫外線遮断剤としては、特に限定されず、公知のものを使用できる。接着剤の貯蔵安定
性に優れる点では、無機粒子および有機粒子からなる群から選択される少なくとも１種が
好ましい。
　無機粒子および有機粒子からなる群から選択される少なくとも１種である場合の紫外線
遮断剤の平均粒子径は、０．０１～５μｍが好ましく、０．０１～３μｍが特に好ましい
。
【００７０】
　無機粒子としては、金属粒子、金属酸化物粒子、金属窒化物粒子、金属炭化物粒子、炭
素同素体、ガラス粒子、セラミクス粒子、複酸化物粒子等が挙げられる。具体例としては
、Ａｌ粒子、ＡｌＮ粒子、Ａｌ２Ｏ３粒子、Ａｇ粒子、Ａｕ粒子、ＢＮ粒子、ＢａＴｉＯ

３粒子、Ｂｉ２Ｏ３粒子、ＣｅＯ２粒子、ＣｏＯ粒子、Ｃｒ粒子、ＣｒＯ３粒子、Ｃｕ粒
子、ＣｕＯ粒子、Ｄｙ２Ｏ３粒子、Ｅｒ２Ｏ３粒子、Ｅｕ２Ｏ３粒子、Ｆｅ粒子、Ｆｅ２

Ｏ３粒子、Ｆｅ２Ｏ５粒子、Ｇｄ２Ｏ３粒子、Ｈｏ２Ｏ３粒子、Ｉｎ２Ｏ３粒子、ＩＴＯ
粒子、Ｌａ２Ｏ３粒子、Ｌｕ２Ｏ３粒子、ＭｇＯ粒子、Ｍｎ３Ｏ４粒子、Ｍｏ粒子、Ｎｄ

２Ｏ３粒子、Ｎｉ粒子、ＮｉＯ粒子、Ｐｄ粒子、Ｐｒ６Ｏ１１粒子、Ｐｔ粒子、Ｓｃ２Ｏ

３粒子、Ｓｉ粒子、ＳｉＣ粒子、Ｓｉ３Ｎ４粒子、ＳｉＯ２粒子、Ｓｍ２Ｏ３粒子、Ｓｎ
粒子、ＳｎＯ２粒子、ＳｒＴｉＯ３粒子、Ｔａ粒子、Ｔｂ４Ｏ７粒子、Ｔｉ粒子、ＴｉＣ
粒子、ＴｉＮ粒子、ＴｉＯ２粒子、Ｔｍ２Ｏ３粒子、Ｗ粒子、ＷＣ粒子、Ｙ２Ｏ３粒子、
Ｙｂ２Ｏ３粒子、Ｚｎ粒子、ＺｎＯ粒子、ＺｒＣ粒子、ＺｒＯ２粒子、コバルトブルー、
カーボンブラック、カーボンナノファイバー、グラフェン、フラーレン、ゼオライト等が
挙げられる。
　有機粒子としては、樹脂粒子等が挙げられる。具体例としては、ポリテトラフルオロエ
チレン（ＰＴＦＥ）粒子、ポリフェニレンスルフィド粒子、ポリアミドイミド粒子、ポリ
エーテルスルホン粒子、エポキシ粒子、ナイロン粒子、ポリメタクリル酸エステル粒子等
が挙げられる。
　これらの粒子はいずれか１種を単独で用いてもよく２種以上を併用してもよい。
　上記の中では、カーボンブラック、ＰＴＦＥ粒子、ＴｉＯ２粒子、ＳｉＯ２粒子、Ｚｎ
Ｏ粒子、ＺｒＯ２粒子が好ましい。
【００７１】
　接着剤（Ｂ）中の紫外線遮断剤の含有量は、紫外線遮断剤の種類によっても異なるが、
ポリマー（ＩＩＩ）に対して０．１～２０質量％であることが好ましく、０．１～１５質
量％がより好ましく、０．１～１０質量％が特に好ましい。紫外線遮断剤の含有量が前記
範囲の下限値以上であれば、接着部の耐光性に優れる。紫外線遮断剤の含有量が前記範囲
の上限値以下であれば、接着部の初期の密着性、接着剤の表面平坦性等に優れる。
【００７２】
　材料（Ｂ）中のポリマー（ＩＩＩ）と紫外線遮断剤との合計の含有量は、接着剤（Ｂ）
中の固形分に対して５０質量％以上が好ましく、７０質量％以上がより好ましく、８０質
量％以上が特に好ましい。ポリマー（ＩＩＩ）と紫外線遮断剤との合計の含有量が前記の
下限値以上であれば、部材と接着部とが優れた密着性を有する。
　接着剤（Ｂ）中の固形分に対するポリマー（ＩＩＩ）と紫外線遮断剤との合計の割合の
上限は特に限定されず、１００質量％であってもよい。任意に配合される他の成分の含有
量に応じて適宜設定できる。
　なお、接着剤（Ｂ）の固形分は、ポリマー（ＩＩＩ）と紫外線遮断剤と他の成分との合
計量である。
【００７３】
（他の成分）
　他の成分としては、第一の態様における他の成分と同様のものが挙げられる。
　接着剤（Ｂ）中の他の成分の含有量は、本発明の効果を損なわない範囲で、他の成分の
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種類に応じて適宜設定できる。
【００７４】
（溶媒）
　接着剤（Ｂ）における溶媒としては、少なくともポリマー（ＩＩＩ）を溶解する溶媒が
用いられる。ポリマー（ＩＩＩ）を溶解する溶媒は、紫外線遮断剤を分散する分散媒とし
ての機能を有してもよい。
　溶媒としては、第一の態様における溶媒と同様のものが挙げられ、好ましい態様も同様
である。
【００７５】
　溶媒の含有量は、接着剤（Ｂ）の固形分濃度に応じて設定される。
　材料（Ｂ）の固形分濃度は、接着剤の塗布方法、形成しようとする塗膜の厚さ等に応じ
て適宜設定すればよく、１～３０質量％が好ましく、１～２０質量％が特に好ましい。
【００７６】
（接着剤（Ｂ））
　接着剤（Ｂ）は、ポリマー（ＩＩＩ）またはその溶液と、紫外線遮断剤と、必要に応じ
て他の成分、溶媒等を混合することにより調製できる。
　ポリマー（ＩＩＩ）またはその溶液は、所望のものが市販されていればそれを用いても
よく、各種原料化合物から重合等の適当な方法により製造してもよい。たとえば、特許第
２５２６６４１号公報等に記載された製造方法に準じてポリマー（ＩＩＩ）を製造できる
。
【００７７】
〔紫外線発光装置〕
　図１は、本発明における紫外線発光装置の一例を示す概略断面図である。
　この例の紫外線発光装置１０は、発光素子１と、ポリマー（Ｉ）からなるレンズ（光学
部材）９と、発光素子１とレンズ９とを接着する接着部１１と、を備える。
　発光素子１は、基板３と、波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生するＬＥＤダイ５と
、枠状の支持台７と、を備える。
　ＬＥＤダイ５は基板３の表面に実装されている。
　支持台７は、基板３上に、ＬＥＤダイ５を囲むように配置されている。
　レンズ９は、ＬＥＤダイ５の上方にＬＥＤダイ５から離間して、支持台７の開口を塞ぐ
ように配置されている。
　紫外線発光装置１０においては、基板３と支持台７とレンズ９とによって、ＬＥＤダイ
５を収容する空間Ｓが形成されている。
【００７８】
　基板３としては、プリント配線基板、リードフレーム等が挙げられる。
　ＬＥＤダイ５が発生する紫外線の波長は２００～４００ｎｍであり、２００～３７０ｎ
ｍが好ましい。紫外線の波長が短いほど、本発明の有用性が高い。
　ＬＥＤダイ５の材質としては、ＧａＡｓ、ＡＩＮ、ＡｌＧａＮ、ＡｌＩｎＧａＮ等が挙
げられる。
【００７９】
　支持台７は、側壁部７ａと天面部７ｂとを有する。天面部７ｂには開口７ｃが形成され
ている。側壁部７ａの内壁の上端には、全周にわたって溝７ｄが形成されている。溝７ｄ
に接着部１１が設けられている。
　支持台７の材料としては、コバール（Ｎｉ－Ｃｏ合金）、Ｃｕ－Ｚｎ系銅合金、Ｃｕ－
Ｆｅ系銅合金、Ｃｒ－Ｚｒ系銅合金、ステンレス等の合金、Ｃｕ、Ａｌ、Ｎｉ等の金属、
アルミナ等のセラミックス、ガラス等が挙げられる。これらのうち、軽量かつ耐久性に優
れる点で、合金、セラミックス、Ａｌが好ましい。
【００８０】
　レンズ９は、上面がドーム形状で下面が平坦な砲弾型のレンズ本体９ａと、レンズ本体
９ａの下端部の周面に全周にわたって設けられた鍔部９ｂとからなる。
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　鍔部９ｂの幅（基板３の表面に対して垂直方向における幅）は、支持台７の溝７ｄの幅
とほぼ同じである。
　レンズ本体９ａの直径は、支持台７の開口７ｃの直径と同じかわずかに小さい大きさで
あり、鍔部９ｂの直径は、支持台７の開口７ｃの直径より大きく、かつ側壁部７ａの内径
よりも小さい大きさとされている。これにより、支持台７の開口７ｃの下側からレンズ９
を開口７ｃに挿入したときに、鍔部９ｂの上面が天面部７ｂの下面と接するようになって
いる。
　レンズ９は、鍔部９ｂの先端が接着部１１と接しており、接着部１１により支持台７に
固定されている。
【００８１】
　この例においては、接着部１１が、本発明の接着剤から形成される。
　たとえば、以下の手順で紫外線発光装置１０が得られる。まず、支持台７の溝７ｄの位
置に接着剤を塗布し、必要に応じて乾燥する。次いで、支持台７の開口７ｃの下側からレ
ンズ９を開口７ｃに挿入して鍔部９ｂを、乾燥させた接着剤と接触させ、その状態でベー
クする。これにより、乾燥させた接着剤が接着部１１となり、接着部１１によって支持台
７とレンズ９とが接着される。次いで、レンズ９が接着された支持台７を、ＬＥＤダイ５
が実装された基板３上に配置することで、紫外線発光装置１０が得られる。
【００８２】
　接着剤の塗布方法としては、特に限定されず、公知の塗布方法を利用できる。たとえば
、スピンコート法、ポッティング法、インクジェット法、スプレー法等が挙げられる。
　塗布後の乾燥方法としては、特に限定されず、公知の乾燥方法を利用できる。加熱、真
空、加熱と真空の併用等が挙げられる。
【００８３】
　支持台７とレンズ９とを接着する際のベーク温度は、典型的には、接着剤中のポリマー
のＴｇ以上の温度であり、Ｔｇ

Ｉおよび接着剤中のポリマーのＴｇのうち高い方のＴｇ以
上の温度が好ましく、Ｔｇ

Ｉおよび接着剤中のポリマーのＴｇのうち高い方のＴｇ＋５０
℃以上の温度が特に好ましい。
　ベーク温度の上限は、特に限定されないが、レンズ９が劣化しにくい点で、Ｔｇ

Ｉおよ
び接着剤中のポリマーのＴｇのうち高い方のＴｇ＋１００℃以下が好ましく、Ｔｇ

Ｉおよ
び接着剤中のポリマーのＴｇのうち高い方のＴｇ＋８０℃以下が特に好ましい。
【００８４】
　図２は、本発明における紫外線発光装置の他の一例を示す概略断面図である。
　この例の紫外線発光装置２０は、発光素子２１と、光ファイバ（光学部材）２９と、発
光素子２１と光ファイバ２９とを接着する接着部３１と、を備える。
　発光素子２１は、基板２３と、波長２００～４００ｎｍの紫外線を発生するＬＥＤダイ
２５と、ポリマー（Ｉ）からなる封止材２７とを備える。
　基板２３は、ＬＥＤダイ２５を実装するための配線２３ａと、凹部２３ｂとを有し、配
線２３ａは、凹部２３ｂの底面に設けられている。凹部２３ｂの底面にＬＥＤダイ２５が
実装され、凹部２３ｂ内に封止材２７が充填されている。発光素子２１の上面は、封止材
２７によって平坦面となっている。発光素子２１の上面の封止材２７の部分に、接着部３
１によって光ファイバ２９が固定されている。
【００８５】
　基板２３の材質としては、コバール、Ａｌ、セラミック等が挙げられる。
　配線２３ａの材質としては、Ａｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｃｕ等が挙げられる。
　ＬＥＤダイ２５としては、前記のＬＥＤダイ５と同様のものが挙げられる。
　光ファイバ２９の材質としては、石英、サファイア、ペルフルオロフッ素樹脂（たとえ
ば実施例で使用のＣＴＸ－８０９Ｓ（商品名、旭硝子社製）中のポリマー）等が挙げられ
る。
【００８６】
　発光素子２１の封止材２７の上に光ファイバ２９を配置し、光ファイバ２９の下端部の
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周囲に本発明の接着剤を塗布し、必要に応じて乾燥した後、ベークすることにより、封止
材２７と光ファイバ２９とが接着され、紫外線発光装置２０が得られる。
　接着剤の塗布方法よび乾燥方法は前記と同様であり、ベークの好ましい範囲も前記と同
様である。
【００８７】
　図３は、本発明における紫外線発光装置の他の一例を示す概略断面図である。
　この例の紫外線発光装置４０は、発光素子４１と、ポリマー（Ｉ）からなる平板上の透
光窓（光学部材）４９と、発光素子４１と透光窓４９とを接着する接着部５１と、を備え
る。
　発光素子４１は、基板４３と、フレーム４５と、波長２００～４００ｎｍの紫外線を発
生する複数のＬＥＤダイ４７とを備える。
　ＬＥＤダイ４７は基板４３の表面に実装されている。フレーム４５は、基板４３上に、
複数のＬＥＤダイ４７を囲むように配置されている。フレーム４５の上面に接着部５１が
形成されている。透光窓４９は、フレーム４５の上にフレーム４５の開口を塞ぐように配
置され、接着部５１によってフレーム４５と接着されている。フレーム４５の高さはＬＥ
Ｄダイ４７の高さよりも高く、ＬＥＤダイ４７と透光窓４９は離間している。
　紫外線発光装置４０においては、基板４３とフレーム４５と透光窓４９とによって、複
数のＬＥＤダイ４７を収容する空間Ｓが形成されている。
【００８８】
　基板４３およびフレーム４５の材質としては、Ａｌ、シリコン、セラミックス、ＳｉＣ
、ＧａＮ、ガラス、タングステン、モリブデン、サファイア等が挙げられる。基板４３と
フレーム４５の材質は同一であっても異なっていてもよい。
　ＬＥＤダイ４７としては、前記のＬＥＤダイ５と同様のものが挙げられる。
【００８９】
　発光素子４１のフレーム４５の上面に本発明の接着剤を塗布し、必要に応じて乾燥する
。次いで、フレーム４５の上に透光窓４９を配置し、乾燥させた接着剤と接触させた状態
でベークする。これにより、乾燥させた接着剤が接着部５１となり、接着部５１によって
フレーム４５と透光窓４９とが接着され、紫外線発光装置４０が得られる。
　接着剤の塗布方法および乾燥方法は前記と同様であり、ベークの好ましい範囲も前記と
同様である。
【００９０】
　なお、本発明における紫外線発光装置は、上記の例に限定されない。上記の例における
各構成およびそれらの組み合わせ等は一例であり、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で、
構成の付加、省略、置換、およびその他の変更が可能である。
　紫外線発光装置は、図１～３に示すものに限定されない。
　光学部材であるレンズ、光ファイバ、透光窓の形状は前記のものに限定されない。
　発光素子は、発光素子１、２１、４１以外の構成のＬＥＤ素子を用いてもよい。
【００９１】
（発光素子や光学部材を形成するポリマー（Ｉ））
　ポリマー（Ｉ）は、含フッ素脂肪族環構造を有するフルオロポリマーが好ましい。
　ポリマー（Ｉ）は、反応性官能基が存在する場合はその反応性官能基部分を除いて、ペ
ルフルオロポリマーであることが好ましい。
　含フッ素脂肪族環構造としては、ポリマー（ＩＩ）の単位（ａ）における含フッ素脂肪
族環構造と同様のものが挙げられる。
　ポリマー（Ｉ）としては、たとえば、前記単位（ａ）を有するポリマーが挙げられる。
単位（ａ）としては、主鎖に含フッ素脂肪族環構造を有する単位が好ましく、ジエン系含
フッ素単量体の環化重合により形成された単位、環状含フッ素単量体に基づく単位が特に
好ましい。
　ジエン系含フッ素単量体、環状含フッ素単量体はそれぞれ、単位（ａ）の説明で挙げた
ものと同様であり、好ましい態様も同様である。
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　ポリマー（Ｉ）は、単位（ａ）以外に、たとえば前述の単位（ｂ）、単位（ｃ）を有し
ていてもよい。
【００９２】
　単位（ａ）としてジエン系含フッ素単量体の環化重合により形成された単位を有する場
合、単位（ａ）の割合は、ポリマー（Ｉ）を構成する全単位の合計に対し、５０モル％以
上が好ましく、７５モル％以上がより好ましく、１００モル％が特に好ましい。
　単位（ａ）として環状含フッ素単量体に基づく単位を有する場合、単位（ａ）の割合は
、ポリマー（Ｉ）を構成する全単位の合計に対し、２０モル％以上が好ましく、４０モル
％以上がより好ましく、１００モル％が特に好ましい。
【００９３】
　ポリマー（Ｉ）は、反応性官能基を有してもよく、有しなくてもよい。反応性官能基と
しては、前記と同様のものが挙げられる。
　反応性官能基を有する場合、反応性官能基は、ポリマー（Ｉ）の主鎖末端に結合してい
てもよく、側基に含まれてもよい。
　波長２００～４００ｎｍの紫外線に対する透明性、耐光性の点では、ポリマー（Ｉ）は
反応性官能基を有しないことが好ましい。したがって、前述の単位（ｂ）、単位（ｃ）を
有さず、主鎖末端に結合する基が反応性官能基以外の基（たとえばトリフルオロメチル基
）であることが好ましい。
【００９４】
　ポリマー（Ｉ）のＴｇは９０℃以上であることが好ましく、１００～１８０℃であるこ
とが特に好ましい。本実施態様における紫外線発光装置の光学素子と接着部の組合せ、す
なわちポリマー（Ｉ）とポリマー（ＩＩ）の組合せにおいては、ポリマー（Ｉ）のＴｇが
ポリマー（ＩＩ）のＴｇよりも高くなるように組み合わせることが好ましい。
【００９５】
　ポリマー（Ｉ）からなる部材を備える発光素子や、ポリマー（Ｉ）からなる光学部材は
、所望のものが市販されていればそれを用いてもよく、ポリマー（Ｉ）を用いて製造して
もよい。ポリマー（Ｉ）は、所望のものが市販されていればそれを用いてもよく、各種原
料化合物から重合等の適当な方法により製造してもよい。たとえば、特許第２５２６６４
１号公報等に記載された製造方法に準じてポリマー（Ｉ）を製造できる。ポリマー（Ｉ）
の市販品としては、サイトップ（登録商標、旭硝子社製）等が挙げられる。
【実施例】
【００９６】
　以下、実施例を示して本発明を詳細に説明する。ただし、本発明は以下の記載によって
は限定されない。
　後述の例１～１０のうち、例３、５～６および８～１０が実施例であり、例１～２およ
び４が比較例であり、例７が参考例である。
　各例で使用した材料および評価方法を以下に示す。
【００９７】
（使用材料）
　光学部材（１）：下記フルオロポリマー（１）を、厚さ２００μｍのフィルム状になる
ようプレス成形したもの。
　フルオロポリマー（１）：ペルフルオロ（３－ブテニルビニルエーテル）（以下、「Ｂ
ＶＥ」ともいう。）を環化重合して得られたホモポリマーであって、主鎖末端基がＣＦ３

であるポリマー。
　フルオロポリマー（１）は、ＣＴＸ－８０９Ｓ（商品名、旭硝子社製）の溶媒を除去す
ることにより得た。
【００９８】
　光学部材（２）：下記フルオロポリマー（２）を、厚さ２００μｍのフィルム状になる
ようプレス成形したもの。
　フルオロポリマー（２）：ペルフルオロアリルビニルエーテル（以下、「ＡＶＥ」とも
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いう。）を環化重合して得られたホモポリマーであって、主鎖末端基がＣＯＯＨであるポ
リマー。
　フルオロポリマー（２）は、特許第２５２６６４１号公報の実施例１に準じてＡＶＥを
環化重合した後、国際公開第２０１０／０３２７５９号の製造例１に準じて得られた重合
体に熱処理を行った後、末端基を加水分解してＣＯＯＨとした。
【００９９】
　光学部材（３）：下記フルオロポリマー（３）を、厚さ２００μｍのフィルム状になる
ようプレス成形したもの。
　フルオロポリマー（３）：２，２－ビストリフルオロメチル－４，５－ジフルオロ－１
，３－ジオキソールとテトラフルオロエチレンとの共重合体であるテフロン（登録商標）
ＡＦ１６００。テフロン（登録商標）ＡＦ１６００を溶媒に溶解してなるテフロン（登録
商標）ＡＦ１６００Ｓ（三井・デュポンフロロケミカル社製）の溶媒を除去することより
得た。
【０１００】
　光学部材（１）～（３）は、波長２００～４００ｎｍでの透過率は８０％以上と高かっ
た。なお、該透過率は、分光光度計ＵＶ－３１００（型番、島津製作所社製）により測定
した。
【０１０１】
（評価方法）
　ガラス転移温度（Ｔｇ）：
　ＪＩＳ　Ｋ　７１２１：２０１２年版に準拠して測定した中間点ガラス転移温度である
。
【０１０２】
　評価サンプル作成方法：
　スピンコータに３ｃｍ角の基板（材質：コバール）を設置し、毎分１，０００回の回転
数で回転させ、基板表面に接着剤を０．５ｍＬ滴下し、１５０℃で１時間ベークして乾燥
膜を形成した。次いで、２ｃｍ角に切った光学部材を乾燥膜の上に載せ、１５０℃で２時
間ベークした。これにより、基板／接着部／光学部材の層構成の評価サンプルを得た。
【０１０３】
　初期密着（碁盤目法）：
　評価サンプル（基板／接着部／光学部材）の光学部材に、Ｃｏｔｅｃ社製クロスカット
ガイドＣＣＩ－２（型番）を用いてカッターで２ｍｍ×２ｍｍサイズのセルを２５マス切
った。その後、該光学部材上にセロテープ（登録商標）（ニチバン社製、型番：ＣＴ－１
８）を貼り、剥離する操作を１０回行った。評価サンプルの光学部材面を２０倍光学顕微
鏡で観察し、２５マスのうち剥離しなかったマスの数を数えた。
　上記の結果から、剥離しなかったマスの数が２０個以上であった場合を○（良好）、剥
離しなかったマスの数が２０個未満であった場合を×（不良）とした。
【０１０４】
　耐光性：
　波長１８５ｎｍをカットする蛍光管からなる低圧水銀灯（ウシオ電機社製、型番：ＳＵ
Ｖ－４０Ｌ）を、照度１０ｍＷ／ｃｍ２になるよう調整し、評価サンプルの光学部材面に
紫外線（波長２５４ｎｍ）を２００時間照射した。照射後、初期密着と同じ碁盤目法で密
着性を評価した。
【０１０５】
　耐熱性：
　評価サンプルを垂直に立て、８０℃オーブンに２００時間入れて加熱した。その後、光
学部材の脱離や位置のずれの有無を目視で確認した。
　光学部材の脱離が起きず、初期（加熱前）と同じ位置であった場合を○（良好）、光学
部材の脱離が起きた場合と、脱離が起きなくても初期の位置から１ｍｍ以上ずれた場合を
×（不良）とした。
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【０１０６】
（製造例１）
　３－アミノプロピルトリメトキシシランを濃度０．１質量％になるようにエタノールで
希釈して接着剤（ａ）を得た。
【０１０７】
（製造例２）
　ＣＴＬ－８０９Ａ（商品名、旭硝子社製）にペルフルオロトリブチルアミンを追加して
、フルオロポリマー（４）が濃度４質量％の溶液を調整し、接着剤（ｂ）とした。フルオ
ロポリマー（４）は、前記フルオロポリマー（２）と同様のＢＶＥを環化重合して得られ
たホモポリマーであって、主鎖末端基がＣＯＯＨであるポリマーであり、Ｔｇは１０８℃
であった。
【０１０８】
（製造例３）
　特許第２５２６６４１号公報の実施例１１を参照し、以下の手順でフルオロポリマー（
５）を製造した。
　ＢＶＥの２４．５ｇと、ＣＦ２＝ＣＦ－ＯＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＯＯＣＨ３（以下、「
ＭＸＭ」ともいう。）の３ｇと、重合開始剤としてパーロイルＩＰＰ（商品名、日本油脂
社製）の０．０４ｇとをアンプルに入れ、４０℃で２４時間反応させてフルオロポリマー
（５）を得た。フルオロポリマー（５）の組成は、ＢＶＥの環化重合により形成された単
位／ＭＸＭに基づく単位＝９／１（モル比）であり、Ｔｇは７３℃であった。
　得られたフルオロポリマー（５）をペルフルオロトリブチルアミンに、濃度４質量％と
なるように溶解して接着剤（ｃ）を得た。
【０１０９】
（製造例４）
　ＢＶＥの量を７．９ｇとし、ＭＸＭの量を１３ｇとした以外は例１と同様に反応を行っ
てフルオロポリマー（６）を得た。フルオロポリマー（６）の組成は、ＢＶＥの環化重合
により形成された単位／ＭＸＭに基づく単位＝４／６（モル比）であり、Ｔｇは１０℃で
あった。
　得られたフルオロポリマー（６）をペルフルオロトリブチルアミンに、濃度４質量％と
なるように溶解して接着剤（ｄ）を得た。
【０１１０】
（製造例５）
　製造例２で製造した溶液にカーボンブラック（三菱化学社製、品番：ＭＡ－６００）を
、カーボンブラックがフルオロポリマーに対して７質量％となるように分散させて接着剤
（ｅ）を得た。
【０１１１】
（製造例６）
　前記フルオロポリマー（２）をペルフルオロトリブチルアミンに、濃度４質量％となる
ように溶解して接着剤（ｆ）を得た。
【０１１２】
（製造例７）
　製造例２で製造した溶液にＰＴＦＥ微粒子（旭硝子社製、品番：Ｌ１７０Ａ）を、ＰＴ
ＦＥ微粒子がフルオロポリマーに対して７質量％となるように分散させて接着剤（ｇ）を
得た。
【０１１３】
（製造例８）
　製造例２で製造した溶液にＴｉＯ２微粒子（堺化学工業社製、品番：Ｄ－２６６７）を
、ＴｉＯ２微粒子がフルオロポリマーに対して７質量％となるように分散させて接着剤（
ｈ）を得た。
【０１１４】
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（製造例９）
　ＢＶＥの１００ｇと、連鎖移動剤としてメタノールの０．５ｇと、重合開始剤としてパ
ーロイルＩＰＰ（商品名、日本油脂社製）の０．７ｇとをオートクレーブ（耐圧ガラス製
）を入れて密閉した。オートクレーブ内で４０℃で２２時間反応させて、ＢＶＥの環化重
合体を得た。該重合体の固有粘度は、３０℃のペルフルオロ（２－ブチルテトラヒドロフ
ラン）中で０．２ｄｌ／ｇであった。次に該重合体を熱風循環式オーブン中で、大気雰囲
気下にて３００℃で１時間熱処理し、さらにメタノール中に６０℃で２０時間浸漬した。
次いで１００℃で２４時間真空乾燥させてフルオロポリマー（７）を得た。フルオロポリ
マー（７）は、主鎖末端がＣＯＯＣＨ３であるポリマーであり（ＩＲスペクトル分析で確
認。）、Ｔｇは１０８℃であった。
　得られたフルオロポリマー（７）をペルフルオロトリブチルアミンに、濃度４質量％と
なるように溶解した。さらに、カーボンブラック（三菱化学社製、品番：ＭＡ－６００）
を、カーボンブラックがフルオロポリマーに対して７質量％となるように分散させて、接
着剤（ｉ）を得た。
【０１１５】
（例１～１０）
　各製造例で得た接着剤を用いて評価サンプルを作製し、初期密着、耐光性、耐熱性を評
価した。結果を表１に示す。また、各例で評価サンプルの作製に用いた光学部材の種類と
該光学部材を構成するフルオロポリマーのＴｇを表１に併記する。
　なお、初期密着の評価結果が×であった例１については、耐光性および耐熱性の評価は
行わなかった。
【０１１６】
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【表１】

【０１１７】
　本発明の接着剤を使用した例３、５～６および８～１０は初期密着、耐光性、耐熱性が
全て優れていた。
　密着性向上のために一般的に用いられているシランカップリング剤を用いた例１は初期
密着が悪かった。
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　Ｔｇが１００℃超のフルオロポリマーを用いた例２は、耐光性が悪かった。
　Ｔｇ１０℃のポリマーを用いた例４は、耐熱性が劣っていた。
　また、例２～４の結果から、ＢＶＥとＭＸＭとの比率を変化させることで、Ｔｇを幅広
く変化させ得ることが確認できた。ＡＶＥのホモポリマーを用いている例７の接着剤（ｆ
）では、Ｔｇを選択することができない。幅広いＴｇを選択できることは、接着する部材
の選択の幅が広がる等の点で有利な効果である。
　なお、２０１４年７月１５日に出願された日本特許出願２０１４－１４４９７５号の明
細書、特許請求の範囲、要約書および図面の全内容をここに引用し、本発明の明細書の開
示として、取り入れるものである。
【符号の説明】
【０１１８】
　１　発光素子、３　基板、５　ＬＥＤダイ、７　支持台、７ａ　側壁部、７ｂ　天面部
、７ｃ　開口、７ｄ　溝、９　レンズ（光学部材）、９ａ　レンズ本体、９ｂ　鍔部、１
０　紫外線発光装置、１１　接着部、Ｓ　空間、２０　紫外線発光装置、２１　発光素子
、２３　基板、２３ａ　配線、２３ｂ　凹部、２５　ＬＥＤダイ、２７　封止材、２９　
光ファイバ（光学部材）、３１　接着部、４０　紫外線発光装置、４１　発光素子、４３
　基板、４５　フレーム、４７　ＬＥＤダイ、４９　透光窓（光学部材）、５１　接着部

【図１】

【図２】

【図３】



(27) JP 6465113 B2 2019.2.6

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  坂根　好彦
            東京都千代田区丸の内一丁目５番１号　旭硝子株式会社内
(72)発明者  伊藤　昌宏
            東京都千代田区丸の内一丁目５番１号　旭硝子株式会社内
(72)発明者  畑中　百紀
            東京都千代田区丸の内一丁目５番１号　旭硝子株式会社内
(72)発明者  小柳　篤史
            福島県郡山市待池台１－８　ＡＧＣエレクトロニクス株式会社内

    審査官  澤村　茂実

(56)参考文献  特開２００６－０９３３７２（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１３／０２３４２７４（ＵＳ，Ａ１）　　
              特開２００１－３３０９４３（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００７／１４５１８１（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開平０２－０８４４５６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１３－５４２０９６（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｊ　　１／００－２０１／１０
              Ｃ０８Ｆ２１６／１４
              Ｈ０１Ｌ　３５／５８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

